






要  約:アンケート調査により明らかとなった、母体及び新生児に係わる医療状況、情報

システム等の実態を踏まえ、周産期医療情報ネットワークの望ましい在り方につき検討し、

以下の結果を得た。(1)ハイリスク母体、新生児に係わる病床数の不足が著しい。(2)現行

の新生児救急医療対策事業を周産期救急医療対策事業に改変する必要がある。(3)新生児

受入施設間での情報システムを産科受入施設にも拡大した周産期情報システムに改変する

必要がある。さらに、周産期に係わるデータの集積、解析のためのデークベース機能を付

加する。(4)受入病院の応需情報を依頼施設にも電送できるシステムの導入や診療情報提

供書の統一も必要である。


